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　令和２年度の一般会計と６つの特別会計および水道事業(企業会計)の各決算が令和３年9月議会で認定さ

れました。

　令和２年度決算は、新型コロナウイルス感染症対策実施のため、歳入歳出とも大幅な増加となっています。

歳入では、町税が前年度と比較して0.8％減少、分担金・負担金等が22.7％減少、繰入金が34.2％減少し

ましたが、国・県支出金が239.4％増加し、歳入総額83億9,776万円で前年度比40.7％の増加となりま

した。次に、歳出では、特別定額給付金事業や防災無線デジタル化事業等の増により、歳出総額80億6,755

万円で前年度比42.1％の増加となりました。

　また、各特別会計、水道事業(企業会計)については10ページをご覧ください。

歳入：83億9,776万円 歳出：80億6,755万円

令和2年度　神川町　決算のあらまし
問合せ　総合政策課　財政管理担当　☎０４９５-７７-0701　FAX０４９５-７７-3915

一般会計　歳入歳出　内訳

１.安心できる子育てと生涯の学習を活かすまちづくり

○幼稚園・各小中学校教育振興事業　2億4,441万円

　 →ICT環境の整備や機器購入、施設の改修費等

○生涯学習活動推進事業　　　　　　 4,394万円

 　→公民館等社会教育施設の運営や生涯学習講座事業等

○丹荘保育所整備事業　　　　　　1億9,110万円

　 →新丹荘保育所の工事費

神川町総合計画　基本５施策の歳出　主な内訳

令和２年度決算　新型コロナウイルス感染症対策費用

2.安全で快適に暮らせるまちづくり

○防災無線整備事業       　   5億1,762万円

　 →防災無線デジタル化工事

○道路新設改良事業　　　　　　　2億1,802万円

 　→幹線道路の拡幅、舗装等

３.健康で安心に満ちたまちづくり

○障害者総合支援事業        2億4,959万円

　 →障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス事業費

○各種検診・予防接種事業　　　　　　 7,652万円

 　→がん検診、新型コロナウイルス感染症予防接種事業等

○こども医療費事業　　　　　　　　　　 3,833万円

 　→満18歳までの子どもに対する医療費助成

4.活力に満ち元気に働けるまちづくり

○商工振興事業   　　　　　　　　 1億2,038万円

　 →プレミアム付き商品券や中小企業者事業継続支援金等

○農林業・観光振興事業  　　　　　 2,258万円

 　→新規就農者への補助や農業団体補助等

5.町民と行政が協働し希望に満ちたまちづくり

○区長会組織等助成事業          1,539万円

　 →行政区への助成等

○自治振興事業　　　　　          　 513万円

 　→集会所改修に係る助成や集会所への感染対策物品配布等

　神川町では平成 30 年より第 2 期総合計画基

本５施策をもとに具体的な事業を行っています。

これらの事業により、 町の将来像として掲げてい

る 「人を育てて　まちが育つ　未来につなぐ　住

みよい　神川」 を目指しています。

項目 主な内容 金額

人件費 各小中学校への学習指導員配置等 ７３６万円

物件費

感染症対策消耗品 ・ 備品購入等

（町内小中学校オンライン学習のための機器整備 ・ 公共施設への

消毒液や空気清浄機、 サーマルカメラ等配備 ・ 避難所への感染

対策物品配備等）

１億３,８５９万円

補助費等

町民への給付

（特別定額給付金・子育て世帯臨時特別給付金・プレミアム付き商

品券・中小企業者事業継続支援金・水道基本料金減免等）

１５億 ６１３万円

普通建設事業
公共施設感染対策改修

（神川中学校トイレ改修等）
６,１３８万円

繰出金
消耗品購入等感染対策経費を特別会計へ繰出

（国民健康保険特別会計・介護保険特別会計）
１２０万円

合計 １７億１，４６６万円

歳入

８３億

９，７７６千円

町債

１０億6,550万円

（13％） 町税

1８億2,416万円

（22％）

地方譲与税、地方交付税、交付金

2３億7,049万円（28％）

①分担金・負担金、使用料・手数料、 財産収入、寄附金、諸収入

　 1億4,919万円（2％）

②繰入金　1億1,999万円（1％）

③繰越金　２億8,967万円（3％）

①
②

③

国・県支出金

25億7,876万円

（31％）

【凡例】　名称、予算額、（）内は構成比

項目 金額 前年度比率

町税 １８億２，４１６万円 △０．８％

分担金・負担金、

使用料・手数料、

財産収入、寄附金、

諸収入

１億４，９１９万円 △２２．７％

繰入金 １億１，９９９万円 △３４．２％

繰越金 ２億８，９６７万円 △１８．４％

地方譲与税､交付金､

地方交付税
２３億７，０４９万円 ４．３％

国・県支出金 ２５億７，８７６万円 ２３９．４％

町債 １０億６，５５０万円 １９０．６％

合計 ８３億９，７７６万円 ４０．７％

項目 金額 前年度比率

人件費 １２億５，６８８万円 １３．６％

扶助費 ６億３，００６万円 △０．０２％

公債費 ８億４，５８２万円 ３．３％

物件費、補助費 ３０億５，９７０万円 ８８．７％

繰出金 ６億１，１７３万円 ２．７％

投資及び出資金、

貸付金
４８万円 ０．０％

積立金 １億４，３４９万円 △７．０％

維持補修費、

普通建設事業費、

災害復旧事業費

１５億１，９３９万円 １０１．９％

合計 ８０億６，７５５万円 ４２．１％

⑦積立金　１億4,349万円（2％）

⑧投資及び出資金、貸付金　48万円（0％）

⑦

維持補修費、普通建設事業費、

災害復旧事業費

1５億１，９３９万円（19％）

人件費

12億5,688万円（15％）

扶助費

6億3,006万円（8％）

公債費

8億4,582万円（10％）

物件費、補助費

30億5,970万円（38％）

繰出金

6億1,173万円（8％）

⑧

歳出

８０億

６，７５５千円


